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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】トナー粒子を作成する方法は、ラテックス、ワックスおよび任意要素の顔料の混
合物を凝集させ、プレトナー粒子を作成し、プレトナー粒子を融着させ、トナー粒子を作
る場合、高い融着温度は、凝集に続く温度上昇時間が長くなり、反応器およびｐＨシステ
ムで過剰な汚れが生じる場合や、粗粒子の成長も引き起こす場合がある。
【解決手段】プレトナー粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの範囲内になるよう
に選択された実質的に一定の目標温度でプレトナー粒子を融着させ、それによって、融着
工程中に、実質的に一定の粒度分布を有するトナー粒子を作る。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナー粒子を作成する方法であって、
　ラテックス、ワックスおよび任意要素の顔料を含む混合物を凝集させ、プレトナー粒子
を作成することと；
　プレトナー粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの範囲内になるように選択され
た実質的に一定の目標温度でプレトナー粒子を融着させ、それによって、融着工程中に、
実質的に一定の粒度分布を有するトナー粒子を作ることとを含む、方法。
【請求項２】
　実質的に一定の目標温度が、直接的なジャケット制御による加熱によって達成される、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　融着工程前または融着工程中に、プレトナー粒子にシェルラテックスを加え、それによ
ってシェル－コアトナー粒子を作ることをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　混合物が着色剤を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　トナー粒子が、過剰に顔料を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　トナー粒子が、超微粒子である、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　トナー粒子が、融着期間にわたって実質的に一定のＤ５０－Ｄ８４比によって示される
ように、融着工程中に低い粗粒子生成度を示す、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　トナー粒子が、約６０Ｊ／ｓ未満の誘電損失を示す、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　トナー粒子を作成する方法であって、
　ラテックス、ワックスおよび着色剤を凝集させ、プレトナー粒子を作成することと；
　プレトナー粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの範囲の実質的に一定の目標温
度でプレトナー粒子を融着させ、それによってトナー粒子を作ることとを含み、トナー粒
子が、融着工程中に低い粗粒子生成度を示し、融着期間にわたって実質的に一定のＤ５０

－Ｄ８４比を有する、方法。
【請求項１０】
　ラテックス、ワックスおよび着色剤を凝集させ、プレトナー粒子を作成することと；
　プレトナー粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの範囲の実質的に一定の目標温
度でプレトナー粒子を融着させ、それによってトナー粒子を作ることとを含み、トナー粒
子が、過剰に顔料を含み、約６０Ｊ／ｓ未満の誘電損失を示す、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書で開示する実施形態は、トナー粒子を調製するためのプロセスに関する。さら
に具体的には、本明細書で開示する実施形態は、トナー粒子の作成中にラテックス粒子の
融着を制御するプロセスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の凝集／融着プロセスでは、高温度（約８０℃以上）によって、凝集したラテック
ス粒子を融着して連続的なトナー粒子にする。しかし、高温を使用するのはエネルギー集
約的な場合があり、凝集に続く温度上昇時間が長くなり、反応器およびｐＨシステムで過
剰な汚れが生じる場合がある。このような汚れに起因して、あらゆる処理装置およびｐＨ
システムの激しい洗浄が必要な場合がある。さらに、高い融着温度は、粗粒子の成長も引
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き起こす場合があり、この問題は、従来のカスケード制御による加熱システムでの加熱す
るジャケットからの温度の急激な上昇によって悪化し得る問題である。
【０００３】
　カスケード制御による加熱は、典型的には、目標とする反応温度の要求を満たすために
、加熱要素（例えば、加熱ジャケット）の温度を調節するために用いられるフィードバッ
ク温度コントローラと組み合わせた反応温度の直接的な監視を含む。フィードバックコン
トローラが、反応混合物を目標温度まで上げるための必要性に応答して加熱要素の出力を
調節する場合、温度の急激な上昇が生じる場合がある。必要な反応温度または他の環境を
得るのがわずかに遅れ、フィードバックコントローラがもっと加熱が必要であるというシ
グナルを発し、全体的には、加熱要素を加熱しすぎ、反応温度が目標温度を超えてしまう
ことがある。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
【図１】図１は、目標融着温度が約８５℃であるトナー製造中の時間に対する温度のグラ
フを示し、点線は、明細書で開示する実施形態の例示的な低い目標温度を示す。
【図２】図２は、直接的なジャケット制御による加熱に対するカスケード制御による加熱
のジャケット温度変動性を示すグラフを示す。Ｘ軸は分単位での時間であり、Ｙ軸は℃単
位での温度である。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　トナー粒子を作成する方法であって、ラテックス、ワックスおよび任意要素の顔料を含
む混合物を凝集させ、プレトナー粒子を作成することと；プレトナー粒子のほぼガラス転
移温度から約７５℃までの範囲内になるように選択された実質的に一定の目標温度でプレ
トナー粒子を融着させ、それによって、融着工程中に、実質的に一定の粒度分布を有する
トナー粒子を作ることとを含む、方法。
【０００６】
　典型的なトナー粒子融着プロセスは、約８５℃で行われ、サイクル時間は、全種類の色
について約１～約５時間の範囲で変わる。本明細書に開示するプロセスは、（１）融着温
度を下げ、（２）カスケード型制御を避けることによってもっと厳しく温度制御すること
によって、トナー粒子の性能と、融着段階での製造サイクル時間を改良し得る２種類の手
法を使用する。温度が低いと、融着時間がわずかに長くなることがあるが、失われた時間
は、凝集に続き低い融着温度に到達するまでの温度上昇時間が減ることによって相殺され
ると思われ、融着終了までの温度上昇から、サイクル時間が全体的に短くなるだろう。
【０００７】
　従来のトナー製造プロセスから融着プロセスまでの例示的な時間経過に伴う温度プロッ
トを図１に示し、目標融着温度は約８５℃である。図１からわかると思われるが、融着温
度まで温度を上げるための２時間の最後の時間は、７５℃から８５℃まで上げるのにかか
る時間である。温度上昇自体は、トナー製造プロセスに機能を与えず、もっと低い温度で
融着を行うための埋め合わせ可能な時間をあらわす。例示的な実施形態によれば、図１の
約７５℃にある点線は、低い温度での融着に必要な時間が増えることに依存して、潜在的
に全体的なサイクル時間を短くするように低い融着温度を目標とすることによって、８５
℃まで温度を上げる時間を節約することができることを示す。融着温度を下げると、各バ
ッチに必要なエネルギーも減る場合があり、エネルギー費を最低限にしつつ、環境への利
点を与えることができる。
【０００８】
　具体的な実施形態では、ジャケットによって制御される加熱を用いることによって、本
明細書に開示する方法は、制御下で粗粒子の成長を維持するのに役立つ温度急上昇の発生
を減らすだろう。実質的に一定の温度を維持し、温度急上昇を避けるための他の方法は、
当業者には明らかであろう。加えられる利点として、本明細書に開示するプロセスは、誘
電損失が小さいトナー製品を与え、これは、転写効率の損失および印刷物での高いバック
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グラウンドを生じ得る誘電帯電を減らすのに重要である。
【０００９】
　したがって、本明細書で開示する実施形態は、トナー粒子を作成する方法であって、ラ
テックスおよびワックスを含む混合物を凝集させ、プレトナー粒子を作成することと；ラ
テックス粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの範囲の実質的に一定の目標温度で
プレトナー粒子を融着させ、それによってトナー粒子を作ることとを含む方法を提供し、
それによって、トナー粒子は、一連の融着工程中にわたって実質的に一定の粒度分布を有
する。
【００１０】
　具体的な実施形態では、実質的に一定の目標温度は、直接的なジャケット制御による加
熱によって維持される。本明細書で使用する場合、「実質的に一定の目標温度」は、その
加熱方法が、従来の加熱システム（例えば、カスケードによる加熱システム）に関連する
温度急上昇を避けることを意味する。例えば、図２を参照。点線は、カスケード制御によ
る加熱を使用するとき、約７５℃での融着期間にわたる温度のゆらめきを示す。いくつか
の実施形態では、「実質的に一定の目標温度」は、目標温度を約±０．２℃の範囲内で維
持することを指す。
【００１１】
　本明細書で使用する場合、「プレトナー粒子」は、一般的に、凝集融着プロセスの一部
として、任意の添加剤を伴うラテックスの凝集粒子の初期の塊を指す。つまり、プレトナ
ー粒子は、凝集後、融着前の生成物をあらわす。
【００１２】
　本明細書で使用する場合、「目標温度」は、一般的に、融着工程を行うべき温度を指す
。いくつかの実施形態では、目標温度は、従来の融着温度よりも低い、融着が起こる任意
の温度であってもよい。ある実施形態では、目標温度は、従来のトナー融着温度よりも約
５℃、または約１０℃、または約１５℃低くてもよい。当業者は、目標温度の実際の選択
が、特に、使用するラテックスの実際の組成に依存して変わり得ることを理解するだろう
。例示的な実施形態では、目標温度は、典型的なポリエステルラテックスでは約７５℃で
あってもよいが、この温度は、ラテックス粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃までの
いずれかであってもよい。ある実施形態では、目標温度は、ラテックス粒子のガラス転移
温度よりも少なくとも約５℃、または約１０℃、または約１５℃高くてもよい。ガラス転
移温度より高い実際の温度の選択は、低い温度で操作するエネルギー節約の費用－効果分
析と、融着を完了するのに必要な時間が長くなることとのバランスによって選択されても
よい。
【００１３】
　本明細書で使用する場合、「ジャケット制御による加熱」は、反応混合物の温度を調節
するためのジャケット温度の直接的な制御を指す。実際に、ジャケットの加熱は、フィー
ドバック温度コントローラとは独立して操作される。この様式で、固定されたジャケット
温度が選択され、一方、反応温度を別個に監視してもよい。いくつかの実施形態では、ジ
ャケット温度は、最初は、目標温度よりわずかに高く選択されてもよく、目標温度に達し
たら、ジャケット温度を、目標温度を満たすように下げてもよい。これによって、望まし
くない温度急上昇を避けつつ、温度をなめらかに制御することができるだろう。
【００１４】
　本明細書で使用する場合、「実質的に一定の粒度分布」は、一連の融着の間に、少なく
とも、平均粒径と、ここから外れた粒径とが、実質的に同じ比率のままであることを意味
する。この粒径を厳しく制御する能力は、実質的に一定の温度を与えることによって温度
急上昇がないことを反映している。いくつかの実施形態では、実質的に一定の粒度分布は
、実質的に一定のＤ５０－Ｄ８４比によってあらわすことができる。
【００１５】
　乳化凝集プロセスでは、適切な反応器（例えば、混合容器）に反応剤を加えてもよい。
次いで、ラテックス、任意要素の着色剤分散物、ワックスおよび凝集剤のブレンドを攪拌
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し、ラテックスのＴｇ付近の温度まで、いくつかの実施形態では、約３０℃～約７０℃、
いくつかの実施形態では、約４０℃～約６５℃まで加熱してもよく、凝集物として、体積
平均粒径が約３ミクロン～約１５ミクロン、いくつかの実施形態では、体積平均粒径が約
５ミクロン～約９ミクロンのプレトナー粒子を生じてもよい。ある実施形態では、プレト
ナー粒子は、超微細トナーを製造するために、もっと小さくてもよい。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、方法は、融着工程前または融着工程中に、プレトナー粒子に
シェルラテックスを加えることをさらに含んでいてもよい。コアに使用される任意のラテ
ックスを、シェルラテックスを作成するためにも利用してもよい。いくつかの実施形態で
は、ポリエステルまたはスチレン－アクリレートコポリマーを利用し、シェルラテックス
を作成してもよい。いくつかの実施形態では、シェルを作成するために利用されるラテッ
クスは、ガラス転移温度が約３５℃～約７５℃、いくつかの実施形態では、約４０℃～約
７０℃であってもよい。いくつかの実施形態では、コアのための第１のラテックスとシェ
ルのための第２のラテックスのブレンドを含むプレトナー粒子に接するようにシェルが作
られてもよい。いくつかの実施形態では、シェルまたはコアラテックス、または両者に、
以下にさらに記載するように電荷制御剤を組み込んでもよい。
【００１７】
　トナー粒子の望ましい最終粒径（いくつかの実施形態では、約３ミクロン～約１２ミク
ロン、他の実施形態では、約４ミクロン～約８ミクロン）に達するまで、シェルラテック
スを塗布してもよい。他の実施形態では、凝集粒子が生成したらシェルラテックスを加え
る、系中で種物質を加えるラテックスの半連続乳化共重合によってトナー粒子を調製して
もよい。
【００１８】
　いくつかの実施形態では、ラテックスおよび水性着色剤分散物を凝集させている間また
は凝集させる前に、凝固剤を加えてもよい。処理条件に応じ、凝固剤を約１分～約６０分
、いくつかの実施形態では、約１．２５分～約２０分かけて加えてもよい。
【００１９】
　凝固剤をトナーの約０．０１～約５重量％、いくつかの実施形態では、トナーの約０．
１～約３重量％の量で加えてもよい。
【００２０】
　トナー粒子を作成するときに、複合体化を引き起こすことが可能な任意の凝集剤を使用
してもよい。アルカリ土類金属および／または遷移金属の塩を凝集剤として利用すること
ができる。次いで、得られたラテックス（場合により分散物の状態）、ＣＣＡ（場合によ
り分散物の状態）、任意要素の着色剤分散物、任意要素のワックス、任意要素の凝固剤お
よび任意要素の凝集剤のブレンドを攪拌し、ラテックスのＴｇより低い温度まで、いくつ
かの実施形態では、約３０℃～約７０℃、いくつかの実施形態では、約４０℃～約６５℃
まで、約０．２時間～約６時間、いくつかの実施形態では、約０．３時間～約５時間かけ
て加熱してもよく、体積平均粒径が約３ミクロン～約１５ミクロン、いくつかの実施形態
では、体積平均粒径が約４ミクロン～約８ミクロンのトナー凝集物を生じてもよい。
【００２１】
　トナー粒子の望ましい最終粒径に達したら、混合物のｐＨを、塩基を用いて約３．５～
約７、いくつかの実施形態では、約４～約６．５の値に調節してもよい。塩基としては、
任意の適切な塩基、例えば、アルカリ金属水酸化物、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化
カリウム、水酸化アンモニウムを挙げることができる。アルカリ金属水酸化物を混合物の
約０．１～約３０重量％、いくつかの実施形態では、混合物の約０．５～約１５重量％の
量で加えてもよい。
【００２２】
　その後、ラテックス、ＣＣＡに組み込まれた任意要素のラテックス、任意要素の着色剤
および任意要素のワックスの混合物を本明細書で開示する実施形態にしたがって融着させ
てもよい。いくつかの実施形態では、融着温度を、約７５℃を超えない目標温度に設定し
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てもよい。例えば、典型的な低融点ポリエステルは、融着温度が約７５℃以下で行われて
もよいこのようなシステムの１つであってもよい。融着は、この温度より高く加熱するこ
と（約８０℃～約９９℃、いくつかの実施形態では、約８５℃～約９８℃まで約０．５時
間～約１２時間、いくつかの実施形態では、約１時間～約６時間かけて加熱することを含
む）であってもよい。７５℃を超える任意の目標温度を選択してもよいが、但し、このよ
うな目標温度は、特定のラテックスの融着で通常利用される温度よりも低い。いくつかの
このような実施形態では、目標温度は、従来の融着温度より少なくとも５℃、１０℃、ま
たは１５℃低くてもよい。７５℃を超える目標温度を有すると思われるラテックスの例と
しては、例えば、スチレン系ラテックスが挙げられる。融着は、さらなる攪拌によって促
進されてもよい。
【００２３】
　ジャケット制御による加熱による融着は、目標温度、または目標温度より約５～約１０
℃高い温度であってもよい固定したジャケット温度を選択することによって達成されても
よい。温度が目標温度に近づくにつれて、ジャケットの温度を目標温度より低い温度に調
節してもよい。ある実施形態では、凝集したプレトナー粒子を目標温度にする前に、ジャ
ケット温度をあらかじめ平衡状態にしておいてもよい。ある実施形態では、目標温度より
約５～約１０℃下まではカスケード型の制御を使用してもよく、次いで、温度をジャケッ
ト制御に切り替えてもよい。いくつかの実施形態では、目標温度まで上げるジャケット制
御を行った後、目標温度に達した後にのみ、カスケード制御によって目標温度を維持して
もよい。いくつかの実施形態では、十分に低い目標温度を使用する場合、カスケード制御
を使用してもよいが、但し、任意の温度上昇が、粒子の特徴（例えば、粒度分布）に悪い
影響を与えない場合に限る。別の方法で、上述のように、完全なジャケット制御を使用し
てもよい。
【００２４】
　いくつかの実施形態では、本明細書に開示する方法は、約８５℃まで温度を上げるため
の時間と融着工程を完結させるための時間を合わせた時間に比べ、目標温度まで上げるた
めの時間と、融着工程を完結させるための時間を合わせた時間を短くするだろう。いくつ
かの実施形態では、約８５℃まで温度を上げるための時間と融着工程を完結させるための
時間を合わせた時間は、典型的な低融点ポリエステルをあらわし、この場合、本発明の方
法は、約７５℃以下の温度で行う。本明細書に記載されるように、融着温度を低くすると
、ほとんどの状況で融着時間がわずかに長くなるが、融着温度まで上げるのにかかる時間
を短くすることができる。したがって、融着終了までに目標温度まで上げる全体的なサイ
クル時間は、実際に、低い温度で短くなるだろう。
【００２５】
　次いで、融着後、混合物のｐＨを、例えば、酸を用いて約３．５～約６、いくつかの実
施形態では、約３．７～約５．５まで下げ、トナー凝集物を融着させてもよい。適切な酸
としては、例えば、硝酸、硫酸、塩酸、クエン酸または酢酸が挙げられる。加えられる酸
の量は、混合物の約０．１～約３０重量％、いくつかの実施形態では、混合物の約１～約
２０重量％であってもよい。
【００２６】
　冷却工程または凍結工程で、混合物を冷却する。約２０℃～約４０℃、いくつかの実施
形態では、約２２℃～約３０℃の温度で約１時間～約８時間、いくつかの実施形態では、
約１．５時間～約５時間冷却してもよい。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、融着したトナースラリーの冷却は、冷媒（例えば、氷、ドラ
イアイスなど）を加え、約２０℃～約４０℃、いくつかの実施形態では、約２２℃～約３
０℃にすばやく冷却することによる急冷を含む。少量のトナー（例えば、約２リットル未
満、いくつかの実施形態では、約０．１リットル～約１．５リットル）のとき、急冷は実
現可能であろう。もっと大きなスケールのプロセスでは、例えば、大きさで約１０リット
ルより大きい場合、トナー混合物の迅速な冷却は、最終トナースラリーを取り出したとき
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に熱交換器を導入することによって実行してもよい。
【００２８】
　次いで、トナースラリーを洗浄してもよい。約７～約１２、いくつかの実施形態では、
約９～約１１のｐＨで洗浄を行ってもよい。約３０℃～約７０℃、いくつかの実施形態で
は、約４０℃～約６７℃の温度で洗浄してもよい。洗浄は、濾過し、トナー粒子を含む濾
過ケーキを脱イオン水で再び懸濁させることを含んでいてもよい。濾過ケーキを脱イオン
水で１回以上洗浄してもよく、または、スラリーのｐＨを酸で調節して約４のｐＨで脱イ
オン水によって１回洗浄してもよく、その後、場合により、脱イオン水で１回以上洗浄し
てもよい。
【００２９】
　約３５℃～約７５℃、いくつかの実施形態では、約４５℃～約６０℃の温度で乾燥を行
ってもよい。粒子の水分量が、設定目標である約１重量％未満、いくつかの実施形態では
、約０．７重量％未満になるまで乾燥を続けてもよい。
【００３０】
　トナー粒子は、ＣＣＡ、いくつかの実施形態では、ラテックスに組み込まれたＣＣＡを
トナー粒子の約０．０１重量％～約１０重量％、いくつかの実施形態では、トナー粒子の
約０．１重量％～約８重量％の量で含んでいてもよい。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、本明細書に開示する方法によって作られるトナー粒子は、以
下の特性を有していてもよい。（１）体積平均径（「体積平均粒径」とも呼ばれる）が、
約３～約２５μｍ、または約４～約１５μｍ、または約４．５～約１０μｍ；（２）数平
均幾何粒度分布（ＧＳＤｎ）および／または体積平均幾何粒度分布（ＧＳＤｖ）が、約１
．０５～約１．５５、例えば、約１．１～約１．４、約１．１５～約１．３５、または約
１．２０～約１．３０；（３）真円度が約０．９３～約１、例えば、約０．９４～約０．
９９、約０．９５～約０．９８、または約０．９６～約０．９７；および（４）粗粒子含
有量が、約０．０１％～約１０％、例えば、約０．１％～約５％、約０．３％～約３％、
または約０．５％～約２％。
【００３２】
　トナー粒子の特徴は、任意の適切な技術および装置によって決定されてもよい。本明細
書に開示する方法は、融着期間にわたって実質的に一定のＤ５０－Ｄ８４比によって示さ
れるように、融着工程中に低い粗粒子生成度を示すトナー粒子を与えてもよい。体積平均
粒径Ｄ５０ｖ、ＧＳＤｖおよびＧＳＤｎは、例えば、製造業者の指示にしたがって操作さ
れたＢｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３のような装置を用いて
測定されてもよい。ＧＳＤｖは、（Ｄ８４／Ｄ５０）の場合の体積（粗粒子量）による上
側幾何標準偏差（ＧＳＤｖ）を指す。ＧＳＤｎは、（Ｄ５０／Ｄ１６）の場合の数（微粒
子量）による幾何標準偏差（ＧＳＤｎ）を指す。累積でトナー粒子全体の５０％に達する
粒径は、体積Ｄ５０であると定義され、累積でトナー粒子全体の８４％に達する粒径は、
体積Ｄ８４であると定義される。これらの上述の体積平均粒度分布指数ＧＳＤｖは、累積
分布でＤ５０およびＤ８４を用いてあらわすことができ、体積平均粒度分布指数ＧＳＤｖ
は、（体積Ｄ８４／体積Ｄ５０）としてあらわされる。これらの上述の数平均粒度分布指
数ＧＳＤｎは、累積分布でＤ５０およびＤ１６を用いてあらわすことができ、数平均粒度
分布指数ＧＳＤｎは、（数Ｄ５０／数Ｄ１６）としてあらわされる。ＧＳＤ値が１．０に
近いほど、粒子間に存在する分散物の大きさが小さい。上述のＧＳＤ値は、トナー粒子の
場合、そのトナー粒子が狭い粒度分布を有するように作られることを示す。
【００３３】
　以下のように代表的なサンプリングを行ってもよい。少量のトナーサンプル（約１ｇ）
を得て、これを２５μｍふるいで濾過し、次いで、等張性溶液にいれ、濃度約１０％を得
て、次いで、このサンプルをＢｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　
３にかける。
【００３４】
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　トナー粒子の真円度は、任意の適切な技術および装置によって決定されてもよい。真円
度は、完全な球への粒子の近さの指標である。真円度が１．０は、完全に円形の球の形状
を有する粒子を特定する。体積平均真円度は、製造業者の指示にしたがって操作された測
定装置（例えば、Ｆｌｏｗ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｉｍａｇｅ　Ａｎａｌｙｓｉｓ（ＦＰＩ
Ａ）、例えば、Ｓｙｓｍｅｘ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されるＳｙｓｍｅｘ（登
録商標）Ｆｌｏｗ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｉｍａｇｅ　Ａｎａｌｙｚｅｒ）を用いて測定さ
れてもよい。代表的なサンプリングは、以下のように行ってもよい。約０．５ｇのトナー
サンプルを得て、２５μｍのふるいで濾過し、次いで、脱イオン水に入れ、濃度約５％を
得て、次いで、このサンプルをＦｌｏｗ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｉｍａｇｅ　Ａｎａｌｙｚ
ｅｒで操作する。
【００３５】
　トナー粒子の粗粒子含有量は、任意の適切な技術および装置によって決定されてもよい
。粗粒子含有量は、ふるいによってぬれた状態でふるい分けし、粗粒子を集めることによ
って測定されてもよく、または、製造業者の指示にしたがって操作された測定装置（例え
ば、ｃｏｕｌｔｅｒ　ｃｏｕｎｔｅｒ、例えば、Ｂｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒから市
販されるＢｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｃｏｕｎｔｅｒ　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３
）によって測定されてもよい。代表的なサンプリングは、以下のように行ってもよい。少
量のトナーサンプル（約１ｇ）を得て、２５μｍのふるいで濾過し、次いで、等張性溶液
に入れ、濃度約１０％を得て、次いで、このサンプルをＢｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ
　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３で操作する。
【００３６】
　さらに、本明細書に開示する方法は、約６０Ｊ／ｓ（ワット）未満の誘電損失を示すト
ナー粒子を与えてもよい。いくつかの実施形態では、誘電損失は、約５０Ｊ／ｓ未満であ
ってもよい。いくつかの実施形態では、本明細書に開示する方法によって作られるトナー
は、当該技術分野で知られるように、または本明細書に教示するように計算された誘電損
失が約３０～約７０Ｊ／ｓ、約４０～約６０Ｊ／ｓ、約４０～約５０Ｊ／ｓなどであるこ
とによって特徴付けられてもよい。いくつかの実施形態では、誘電損失の低下は、約６０
Ｊ／ｓ未満、約５５Ｊ／ｓ未満、約５０Ｊ／ｓ未満である。本明細書に開示する方法は、
融着後のエマルションの迅速な冷却または急冷と組み合わせ、低い融着温度を使用しても
よく、例えば、存在する場合、結晶性樹脂およびワックスの融点よりも高い融着目標温度
を使用して製造されたトナーと比較し、トナーの誘電損失を少なくとも約６０％、少なく
とも約５０％、少なくとも約４０％、少なくとも約３０％少なくすることができる。ここ
でもまた、理論によって束縛されないが、Ｔｃを下げることによって、急冷によって、ま
たは、これら両方によって、トナー中の樹脂およびワックスの流動を減らしてもよく、し
たがって、顔料は、移動が制限され、例えば、粒子表面または粒子表面付近にとどまって
もよく、それによって、導電性の領域を作り出してもよく、このような導電性の領域が、
なぜ誘電損失が高いかを説明するだろう。したがって、本明細書に開示するトナーは、顔
料保持量が多く（例えば、過剰に顔料を含むトナー）、シェル保持量が多く、誘電損失が
小さい状態で作られてもよく、過剰に顔料を含まないトナーに近づく。
【００３７】
　トナーペレットを作り、これをバネ付きの直径２インチの正確に磨いたプランジャを有
する型に入れ、約２０００ｐｓｉで２分間プレスすることによって、誘電損失を決定する
ことができる。プランジャ（片方の電極として作用する）との接触を維持しつつ、次いで
、ペレットを型からバネ仕掛けの支持体に出し、加圧状態でペレットを保持し、これがカ
ウンター電極としても作用する。覆われた１メートルのＢＮＣケーブルを介したＨＰ４２
６３Ｂ　ＬＣＲ　Ｍｅｔｅｒを用い、周波数１００ＫＨｚおよび１ＶＡＣでの静電容量（
Ｃｐ）および損失係数（Ｄ）を測定することによって、誘電性および誘電損失を決定する
ことができる。誘電定数は、Ｅ’＝［Ｃｐ（ｐＦ）×厚み（ｍｍ）］／［８．８５４×Ａ

ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ（ｍ）］として計算することができる。この値８．８５４は、真空誘
電率（イプシロン）であるが、Ｃｐはファラドではなくピコファラドであり、厚みは、メ
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ートルではなくｍｍであることを考慮した単位である。Ａｅｆｆｅｃｔｉｖｅは、サンプ
ルの有効面積である。誘電損失は、Ｅ＊散逸因子と等しく、サンプルにどの程度多くの電
気の散逸が存在するかであり、すなわち、コンデンサがどの程度漏れるかである。値を単
純にするために、これに１０００を掛け算する。したがって、報告された誘電損失値７０
は、測定された誘電損失が７０×１０－３、または０．０７０であることを示す。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、ラテックス、ワックスおよび着色剤を凝集することによって
プレトナー粒子を作成し、凝集したラテックス粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃ま
での範囲の目標温度でプレトナー粒子を融着させ、それによってトナー粒子を作る方法が
提供され、トナー粒子が、融着期間にわたって実質的に一定のＤ５０－Ｄ８４比によって
示されるように、融着工程中に低い粗粒子生成度を示す。いくつかのこのような実施形態
では、この方法は、融着工程中に、プレトナー粒子にシェルラテックスを加えることをさ
らに含んでいてもよい。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、ラテックス、ワックスおよび着色剤を凝集することによって
プレトナー粒子を作成し、凝集したラテックス粒子のほぼガラス転移温度から約７５℃ま
での範囲の実質的に一定の目標温度でプレトナー粒子を融着させ、それによってトナー粒
子を作る方法が提供され、トナー粒子が、過剰に顔料を含み、約６０未満の誘電損失を示
す。
【００４０】
　トナー粒子は、ポリマー樹脂（例えば、特定の画像作成デバイスで使用するためのトナ
ーの着色剤を含有するか、または保有する粒状物の作成に使用するのに適したモノマーか
ら作られたポリエステル樹脂）を含んでいてもよい。当該技術分野で知られるように、ト
ナー粒子を製造するための所定範囲のモノマーが知られている。以下の記載は、主にポリ
エステルポリマーに関するものであるが、目的の方法を、粒子を望ましいパラメータに仕
上げる最終的な工程が設計上の選択である任意の方法によって作られる任意の樹脂に適用
することができる。
【００４１】
　一般的に、任意の適切な１種類以上のモノマーを重合させ、ポリエステル樹脂またはコ
ポリマーを作成してもよい。
【００４２】
　トナーまたはトナー粒子を作成するときに、１種類、２種類、またはもっと多種類のポ
リマーを使用してもよい。２種類以上のポリマーが用いられる実施形態では、ポリマーは
、任意の適切な比率（例えば、重量比）であってもよく、例えば、２種類の異なるポリマ
ーが、設計上の選択として、約１％（第１のポリマー）／９９％（第２のポリマー）～約
９９％（第１のポリマー）／１％（第２のポリマー）、いくつかの実施形態では、約１０
％（第１のポリマー）／９０％（第２のポリマー）～約９０％（第１のポリマー）／１０
％（第２のポリマー）、両方が等量などであってもよい。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、トナーは、２種類以上のアモルファスポリエステル樹脂を含
んでいてもよい。いくつかの実施形態では、トナーは、結晶性ポリエステル樹脂を含んで
いてもよい。いくつかの実施形態では、トナーは、２種類以上のアモルファス樹脂と、１
種類の結晶性樹脂とを含む。
【００４４】
　トナーが、例えば、２種類のアモルファス樹脂と１種類の結晶性樹脂とを含む実施形態
では、３種類の樹脂の重量比は、第１のアモルファス樹脂約２０％／第２のアモルファス
樹脂７０％／結晶性樹脂１０％～第１のアモルファス樹脂約６０％／第２のアモルファス
樹脂２０％／結晶性樹脂２０％であってもよい。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、２種類のアモルファスポリエステル樹脂を利用する場合、片
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方のアモルファスポリエステル樹脂は、高分子量であってもよく、第２のアモルファスポ
リエステル樹脂は、低分子量であってもよい。本明細書で使用する場合、高分子量アモル
ファス樹脂は、例えば、重量平均分子量（ＭＷ）が、ポリスチレン標準を用いたゲル浸透
クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって決定される場合、約５５，０００より大きく、例
えば、約５５，０００～約１５０，０００、いくつかの実施形態では、約５０，０００～
約１００，０００、いくつかの実施形態では、約６０，０００～約９５，０００、いくつ
かの実施形態では、約７０，０００～約８５，０００であってもよい。
【００４６】
　高分子量アモルファスポリエステル樹脂は、酸価が、約８～約２０ｍｇ　ＫＯＨ／グラ
ム、いくつかの実施形態では、約９～約１６ｍｇ　ＫＯＨ／グラム、いくつかの実施形態
では、約１１～約１５ｍｇ　ＫＯＨ／グラムであってもよい。高分子量アモルファスポリ
エステル樹脂は、多くの商業的な供給業者から入手可能であり、種々の融点、例えば、約
３０℃～約１４０℃、いくつかの実施形態では、約７５℃～約１３０℃、いくつかの実施
形態では、約１００℃～約１２５℃、いくつかの実施形態では、約１１５℃～約１２１℃
を有していてもよい。
【００４７】
　低分子量アモルファスポリエステル樹脂は、例えば、ポリスチレン標準を用いたＧＰＣ
によって決定される場合、ＭＷが５０，０００以下、例えば、約２，０００～約５０，０
００、いくつかの実施形態では、約３，０００～約４０，０００、いくつかの実施形態で
は、約１０，０００～約３０，０００、いくつかの実施形態では、約１５，０００～約２
５，０００であってもよい。低分子量アモルファスポリエステル樹脂は、商業的な供給業
者から入手可能であり、酸価が、約８～約２０ｍｇ　ＫＯＨ／グラム、いくつかの実施形
態では、約９～約１６ｍｇ　ＫＯＨ／グラム、いくつかの実施形態では、約１０～約１４
ｍｇ　ＫＯＨ／グラムであってもよい。低分子量アモルファス樹脂は、開始Ｔｇが、例え
ば、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）によって測定される場合、例えば、約４０℃～約８０℃
、いくつかの実施形態では、約５０℃～約７０℃、いくつかの実施形態では、約５８℃～
約６２℃であってもよい。ポリマーは、固形物基準で、トナー粒子の約６５～約９５重量
％、約７５～約８５重量％の量で存在していてもよい。
【００４８】
　混合物（例えば、アモルファスおよび結晶性ポリエステル樹脂）を使用する場合、結晶
性ポリエステル樹脂とアモルファスポリエステル樹脂の比率は、約１：９９～約３０：７
０、約５：９５～約２５：７５、いくつかの実施形態では、約５：９５～約１５：９５の
範囲であってもよい。
【００４９】
　具体的な結晶性樹脂としては、ポリ（エチレン－アジペート）、ポリ（プロピレン－ア
ジペート）、ポリ（ブチレン－アジペート）、ポリ（ペンチレン－アジペート）、ポリ（
ヘキシレン－アジペート）、ポリ（オクチレン－アジペート）、ポリ（エチレン－サクシ
ネート）、ポリ（プロピレン－サクシネート）、ポリ（ブチレン－サクシネート）、ポリ
（ペンチレン－サクシネート）、ポリ（ヘキシレン－サクシネート）、ポリ（オクチレン
－サクシネート）、ポリ（エチレン－セバケート）、ポリプロピレン－セバケート）、ポ
リ（ブチレン－セバケート）、ポリ（ペンチレン－セバケート）、ポリ（ヘキシレン－セ
バケート）、ポリ（オクチレン－セバケート）、ポリ（デシレン－セバケート）、ポリ（
デシレン－デカノエート）、ポリ（エチレン－デカノエート）、ポリ（エチレンドデカノ
エート）、ポリ（ノニレン－セバケート）、ポリ（ノニレン－デカノエート）、コポリ（
エチレン－フマレート）－コポリ（エチレン－セバケート）、コポリ（エチレン－フマレ
ート）－コポリ（エチレン－デカノエート）、コポリ（エチレン－フマレート）－コポリ
（エチレン－ドデカノエート）、コポリ（２，２－ジメチルプロパン－１，３－ジオール
－デカノエート）－コポリ（エチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スルホイ
ソフタロイル）－コポリ（プロピレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スルホイ
ソフタロイル）－コポリ（ブチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スルホ－イ
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ソフタロイル）－コポリ（ペンチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スルホ－
イソフタロイル）－コポリ（ヘキシレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スルホ
－イソフタロイル）－コポリ（オクチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スル
ホ－イソフタロイル）－コポリ（エチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－スル
ホ－イソフタロイル）－コポリ（プロピレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－ス
ルホ－イソフタロイル）－コポリ（ブチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－ス
ルホ－イソフタロイル）－コポリ（ペンチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５－
スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ヘキシレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（５
－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（オクチレン－アジペート）、アルカリ　コポリ（
５－スルホイソフタロイル）－コポリ（エチレン－サクシネート）、アルカリ　コポリ（
５－スルホイソフタロイル）－コポリ（プロピレン－サクシネート）、アルカリ　コポリ
（５－スルホイソフタロイル）－コポリ（ブチレン－サクシネート）、アルカリ　コポリ
（５－スルホイソフタロイル）－コポリ（ペンチレン－サクシネート）、アルカリ　コポ
リ（５　スルホイソフタロイル）－コポリ（ヘキシレン－サクシネート）、アルカリ　コ
ポリ（５　スルホイソフタロイル）－コポリ（オクチレン－サクシネート）、アルカリ　
コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（エチレン－セバケート）、アルカリ　
コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（プロピレン－セバケート）、アルカリ
　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ブチレン－セバケート）、アルカリ
　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ペンチレン－セバケート）、アルカ
リ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ヘキシレン－セバケート）、アル
カリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（オクチレン－セバケート）、ア
ルカリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（エチレン－アジペート）、ア
ルカリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（プロピレン－アジペート）、
アルカリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ブチレン－アジペート）、
アルカリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ペンチレン－アジペート）
、アルカリ　コポリ（５－スルホ－イソフタロイル）－コポリ（ヘキシレン－アジペート
ノニレン－デカノエート）、ポリ（オクチレン－アジペート）などが挙げられ、ここで、
アルカリは、ナトリウム、リチウムまたはカリウムのような金属である。ポリアミドの例
としては、ポリ（エチレン－アジパミド）、ポリ（プロピレン－アジパミド）、ポリ（ブ
チレン－アジパミド）、ポリ（ペンチレン－アジパミド）、ポリ（ヘキシレン－アジパミ
ド）、ポリ（オクチレン－アジパミド）、ポリ（エチレン－スクシンイミド）、およびポ
リ（プロピレン－セバカミド）が挙げられる。ポリイミドの例としては、ポリ（エチレン
－アジピミド）、ポリ（プロピレン－アジピミド）、ポリ（ブチレン－アジピミド）、ポ
リ（ペンチレン－アジピミド）、ポリ（ヘキシレン－アジピミド）、ポリ（オクチレン－
アジピミド）、ポリ（エチレン－スクシンイミド）、ポリ（プロピレン－スクシンイミド
）、およびポリ（ブチレン－スクシンイミド）が挙げられる。
【００５０】
　結晶性樹脂は、例えば、トナー要素の約１～約８５重量％、いくつかの実施形態では、
約２～約５０重量％、いくつかの実施形態では、約５～約１５重量％の量で存在していて
もよい。結晶性樹脂は、種々の融点、例えば、約３０℃～約１２０℃、いくつかの実施形
態では、約５０℃～約９０℃、いくつかの実施形態では、約６０℃～約８０℃を有してい
てもよい。
【００５１】
　結晶性樹脂は、数平均分子量（Ｍｎ）が、例えば、約１，０００～約５０，０００、い
くつかの実施形態では、約２，０００～約２５，０００であってもよく、ＭＷが、例えば
、約２，０００～約１００，０００、いくつかの実施形態では、約３，０００～約８０，
０００であってもよい。結晶性樹脂の分子量分布（Ｍ，／ＭｎまたはＰＤ）は、例えば、
約２～約６、いくつかの実施形態では、約３～約４であってもよい。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、非ポリエステル樹脂をラテックスに使用してもよい。非ポリ
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エステルトナーラテックス樹脂またはポリマーの適切な例としては、架橋していない樹脂
および架橋した樹脂またはゲルの組み合わせが挙げられ、限定されないが、スチレンアク
リレート、スチレンメタクリレート、ブタジエン、イソプレン、アクリロニトリル、アク
リル酸、メタクリル酸、β－カルボキシアクリル酸エチル、ポリエステル、ポリマー、例
えば、ポリ（スチレン－ブタジエン）、ポリ（メチルスチレン－ブタジエン）、ポリ（メ
タクリル酸メチル－ブタジエン）、ポリ（メタクリル酸エチル－ブタジエン）、ポリ（メ
タクリル酸プロピル－ブタジエン）、ポリ（メタクリル酸ブチル－ブタジエン）、ポリ（
アクリル酸メチル－ブタジエン）、ポリ（アクリル酸エチル－ブタジエン）、ポリ（アク
リル酸プロピル－ブタジエン）、ポリ（アクリル酸ブチル－ブタジエン）、ポリ（スチレ
ン－イソプレン）、ポリ（メチルスチレン－イソプレン）、ポリ（メタクリル酸メチル－
イソプレン）、ポリ（メタクリル酸エチル－イソプレン）、ポリ（メタクリル酸プロピル
－イソプレン）、ポリ（メタクリル酸ブチル－イソプレン）、ポリ（アクリル酸メチル－
イソプレン）、ポリ（アクリル酸エチル－イソプレン）、ポリ（アクリル酸プロピル－イ
ソプレン）、ポリ（アクリル酸ブチル－イソプレン）；ポリ（スチレン－アクリル酸プロ
ピル）、ポリ（スチレン－アクリル酸ブチル）、ポリ（スチレン－ブタジエン－アクリル
酸）、ポリ（スチレン－ブタジエン－メタクリル酸）、ポリ（スチレン－アクリル酸ブチ
ル－アクリル酸）、ポリ（スチレン－アクリル酸ブチル－メタクリル酸）、ポリ（スチレ
ン－アクリル酸ブチル－アクリロニトリル）、ポリ（スチレン－アクリル酸ブチル－アク
リロニトリル－アクリル酸）などが挙げられる。ある実施形態では、樹脂またはポリマー
は、スチレン／アクリル酸ブチル／カルボン酸ターポリマーである。ある実施形態では、
少なくとも１種類の樹脂は、架橋する樹脂を実質的に含まず、架橋した樹脂は、架橋する
樹脂または架橋した樹脂を実質的に含まない樹脂の合計重量を基準として、カルボン酸を
約０．０５～約１０重量％の量で含む。
【００５３】
　ある実施形態では、トナー粒子を作成するときに用いられる樹脂は、１種類の樹脂、ま
たは２種類以上の樹脂の混合物または組み合わせであってもよい。例えば、１種類の樹脂
（架橋していないか、または架橋している）を用い、トナー粒子を作成することができる
。または、２種類以上の樹脂の混合物を用いてトナー粒子を作成することができ、これを
トナー粒子作成プロセス中に、一緒に、または別個に、同時に、または同時ではなく、加
える。ある実施形態では、使用される樹脂は、２種類の樹脂を含み、片方は、架橋してお
らず、他方は、架橋している。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、架橋する（本明細書では、架橋していない樹脂とも呼ばれる
）樹脂を実質的に含まない樹脂は、約０．１％未満の架橋を含む樹脂を含む。
【００５５】
　乳化重合開始剤としては、限定されないが、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウムまたは
過硫酸アンモニウムを挙げることができ、モノマー重量を基準として、例えば、約０．５
～約３．０％の範囲で存在していてもよいが、限定されない。ＣＴＡは、モノマーを合わ
せた重量を基準として約０．５～約５．０重量％の量で存在していてもよいが、これに限
定されない。ある実施形態では、界面活性剤は、水相の重量を基準として約０．７～約５
．０重量％の量で存在するアニオン性界面活性剤を含んでいてもよいが、この種類または
範囲に限定されない。
【００５６】
　一例として、供給量を抑えた（ｓｔａｒｖｅ－ｆｅｄ）条件でモノマーを重合させ、直
径が約１００～約３００ナノメートルの範囲のラテックス樹脂粒子を与えてもよい。ある
実施形態では、架橋していないラテックス樹脂の分子量は、約３０，０００～約３７，０
００、または約３４，０００までの範囲であってもよいが、この範囲に限定されない。
【００５７】
　ある実施形態では、架橋していない樹脂のガラス転移開始温度（Ｔｇ）は、約４６℃～
約６２℃の範囲、または約５８℃であってもよいが、このように限定されない。ある実施
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形態では、アクリレート系モノマーの量は樹脂モノマーの約０．０４～約４．０ｐｐｂの
範囲であってもよいが、このように限定されない。ある実施形態では、数平均分子量（Ｍ
ｎ）は、約５０００～約２０，０００の範囲、または約１１，０００ダルトンであっても
よい。ある実施形態では、調製された架橋していないラテックス樹脂は、ｐＨが約１．０
～約４．０、または約２．０である。
【００５８】
　ある実施形態では、界面活性剤は、任意の界面活性剤であってもよく、例えば、非イオ
ン性界面活性剤またはアニオン性界面活性剤、例えば、限定されないが、Ｎｅｏｇｅｎ　
ＲＫまたはＤｏｗｆａｘ（両方とも市販されている）が挙げられる。ある実施形態では、
ｐＨは、約１．５～約３．０、または約１．８の範囲であってもよい。
【００５９】
　ある実施形態では、ラテックス粒径は、例えば、体積平均径が、例えば、Ｂｒｏｏｋｈ
ａｖｅｎナノサイズ粒子分析機によって測定する場合、約０．０５ミクロン～約１ミクロ
ンであってもよい。ある実施形態では、ラテックス粒子の他の粒径および有効な量が選択
されてもよい。
【００６０】
　トナー粒子を作成するために選択されるラテックス樹脂を、例えば、乳化重合方法によ
って調製してもよく、このようなプロセスで利用されるモノマーは、上に列挙したモノマ
ー、例えば、スチレン、アクリレート、メタクリレート、ブタジエン、イソプレン、アク
リロニトリル、アクリル酸およびメタクリル酸、およびβＣＥＡを含んでいてもよい。有
効な量（例えば、約０．１～約１０％）の既知の連鎖移動剤（例えば、ドデカンチオール
）および／または約０．１～約１０％の有効な量の四臭化炭素も使用し、重合中の樹脂の
分子量を制御してもよい。
【００６１】
　例えば、約０．０５ミクロン～約１ミクロンの樹脂粒子を得るための他のプロセスが、
ポリマー微細懸濁プロセス、ポリマー溶液微細懸濁プロセス、機械的な研磨またはミルに
よる粉砕プロセス、または他の既知のプロセスから選択可能である。
【００６２】
　いくつかの実施形態では、樹脂は、架橋した樹脂または架橋可能な樹脂であってもよい
。架橋を促す適切な樹脂は、反応性基（例えば、Ｃ＝Ｃ結合）を有するもの、またはペン
ダント基または側鎖（例えば、カルボン酸基）を有するものである。樹脂を、例えば、開
始剤を用いた遊離ラジカル重合によって架橋させることができる。使用する開始剤の量は
、架橋度に比例し、したがって、ポリエステル材料のゲル含有量に比例する。使用する開
始剤の量は、例えば、ポリエステル樹脂の約０．０１～約１０重量％、約０．１～約５重
量％の範囲であってもよい。架橋において、実質的にすべての開始剤が消費されることが
望ましい。架橋は、高温で行われてもよく、したがって、反応は、非常に迅速であっても
よい（例えば、滞留時間が１０分未満、例えば、約２０秒～約２分）。次いで、ポリマー
試薬を、例えば、トナー粒子を製造するのに適切な他の試薬（例えば、着色剤および／ま
たはワックス）とともに組み込み、トナー粒子を製造する既知の様式で処理することがで
きる。
【００６３】
　ある実施形態では、トナー組成物は、ワックスを含んでいてもよい。本発明のトナー組
成物に適切なワックスとしては、限定されないが、アルキレンワックス、例えば、約１～
約２５個の炭素原子を含むアルキレンワックス、ポリエチレン、ポリプロピレンまたはこ
れらの混合物が挙げられる。ワックスは、例えば、組成物の合計重量を基準として約６重
量％～約１５重量％の量で存在する。ある実施形態では、ワックスは、粒子の直径が約１
００ナノメートル～約５００ナノメートルのワックスと、水と、アニオン性界面活性剤と
を含む分散物の形態でワックスを含む。いくつかの実施形態では、ワックスは、例えば、
約６～約１５重量％の量で含まれる。
【００６４】
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　いくつかの実施形態では、本明細書に開示する方法は、着色剤を含む凝集混合物を含ん
でいてもよい。いくつかのこのような実施形態では、着色剤は、過剰に顔料を含む状態で
トナー粒子を与える量で存在していてもよい。本明細書で使用する場合、「過剰に顔料を
含む」は、単位面積あたりのトナー質量（ＴＭＡ）が小さく、顔料保持量が高いトナーを
意味し、例えば、このようなトナーは、顔料保持量が、過剰に顔料を含まないトナー（例
えば、カーボンブラック顔料保持量が６％以下のトナー）と比較して、少なくとも約２５
％、少なくとも約３５％、少なくとも約４５％、少なくとも約５５％多いか、またはそれ
より多くてもよい。いくつかの実施形態では、過剰に顔料を含むトナーは、本明細書で使
用する場合、任意の新しい配合物であり、顔料の量は、コントロールまたは既知のトナー
にみられる量の少なくとも約１．２倍、いくつかの実施形態では、コントロールまたは既
知の配合物にみられる量の少なくとも約１．３倍、少なくとも約１．４倍、少なくとも約
１．５倍であるか、またはそれより多い。いくつかの実施形態では、過剰に顔料を含むと
は、トナー粒子の乾燥重量合計の約７％より多く、約８％より多く、約９％より多い顔料
を含む。
【００６５】
　ある実施形態では、着色剤が超微細トナー（すなわち、約３．８ミクロンのトナー粒子
）に配置されていてもよい。
【００６６】
　着色剤（例えば、ファーネスカーボンブラック、シアン、マゼンタおよび／またはイエ
ローの着色剤）を、トナーに望ましい色を付与するのに十分な量で組み込んでもよい。一
般的に、顔料または染料を、固形分基準でトナー粒子の約２％～約５０重量％、約５％～
約４０重量％、約７％～約３０重量％の範囲で使用してもよい。
【００６７】
　ある実施形態では、本明細書に開示するトナー粒子が界面活性剤存在下で作られてもよ
い。例えば、界面活性剤は、反応混合物の約０．０１～約２０重量％、または約０．１～
約１５重量％の範囲で存在していてもよい。ある実施形態では、ｐＨを調節するために、
酸が界面活性剤と組み合わせて利用されてもよい。酸としては、例えば、硝酸、硫酸、塩
酸、酢酸、クエン酸、トリフルオロ酢酸、コハク酸、サリチル酸などを挙げることができ
、酸は、いくつかの実施形態では、水の約０．５～約１０重量％、または水の約０．７～
約５重量％の範囲の希釈した形態で利用される。
【００６８】
　トナーは、任意の既知の電荷添加剤をトナーの約０．１～約１０重量％、いくつかの実
施形態では、トナーの約０．５～約７重量％の量で含んでいてもよい。このような電荷添
加剤の例としては、アルキルピリジニウムハロゲン化物、硫酸水素塩、電荷制御添加剤、
負電荷を高める添加剤、例えば、アルミニウム錯体などが挙げられる。このような電荷を
高める分子は、約０．１～約１０重量％、約１～約３重量％の量で存在していてもよい。
【００６９】
　トナーと組み合わせてもよい他の添加剤としては、トナー組成物の特性を高める任意の
添加剤が挙げられる。表面添加剤、色向上剤などが含まれる。洗浄または乾燥の後にトナ
ー組成物に加えてもよい表面添加剤としては、例えば、金属塩、脂肪酸金属塩、コロイド
状シリカ、金属酸化物、チタン酸ストロンチウム、これらの組み合わせなどがあげられ、
添加剤は、それぞれ、通常は、いくつかの実施形態では、トナーの約０．１～約１０重量
％の量で存在する。他の添加剤としては、ステアリン酸亜鉛およびＤｅｇｕｓｓａから入
手可能なＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２（登録商標）が挙げられる。コーティングされたシリ
カは、例えば、トナーの約０．０５～約５重量％、いくつかの実施形態では、トナーの約
０．１～約２重量％の量になるように選択されてもよい。凝集中にこれらの添加剤を加え
てもよく、または、生成したトナー生成物にブレンドしてもよい。
【００７０】
　本開示のラテックスを利用して製造されるトナー粒子は、粒径が約１ミクロン～約２０
ミクロン、いくつかの実施形態では、約２ミクロン～約１５ミクロン、いくつかの実施形
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態では、約３ミクロン～約７ミクロンであってもよい。本開示のトナー粒子は、真円度が
約０．９～約０．９９、いくつかの実施形態では、約０．９２～約０．９８、または約０
．９７であってもよい。
【実施例】
【００７１】
　この実施例は、サイクル時間およびトナー粒子の特性に対する温度および加熱方法（ジ
ャケット制御対カスケード制御）の効果を示す。
【００７２】
　一般的な手順：反応器に、脱イオン水、コアポリエステルラテックス樹脂、顔料、ワッ
クスおよびフロック形成剤を入れた。０．３Ｍ　ＨＮＯ３を加えてｐＨを４．２０に下げ
ることによってバッチを開始させ、混合物を均質化した。均質化の後、混合物を約４８℃
まで加熱し、Ｄ５０Ｖの目標を約４．８～約５．０ミクロンとし、凝集を開始した。Ｄ５

０Ｖの目標を５．８～約６．０ミクロンとしてシェルラテックスを加えた。水酸化ナトリ
ウムおよびキレート化剤を加えて反応を止めた。次いで、直接的なジャケット制御による
加熱によって、温度を目標融着温度に調節した。真円度約０．９７０を達成するまで融着
を続けた。
【００７３】
　８５℃で比較例を行い、黒色ＥＡトナー粒子について、２０ガロンスケールで、７５℃
で実施した。ジャケット制御による加熱によってデータを得た。真円度の時間（すなわち
、融着時間）、粒度分布（Ｄ８４／５０）および平均真円度を表１にまとめている。それ
ぞれの項目は、少なくとも３つのデータ点の平均をあらわす。

【表１】

【００７４】
　パイロットスケールで、同じか、または短い全体的なサイクル時間（すなわち、温度上
昇時間と融着時間を足したもの）で、低い温度で望ましい真円度を達成することができた
ことが観察された。したがって、低い温度での全体的なサイクル時間の時間の差は、低い
目標温度（７５℃）を達成するための上昇時間が短いことによる利点であると思われる。
【００７５】
　典型的なプロセスでは、８２℃～８５℃に達するように、カスケード制御による加熱を
用いてもよい。この種の制御は、全体的なバッチ温度に反応し、バッチ温度に迅速に到達
させるために、加熱するジャケットが高温（１０５℃を超える場合さえある）から顕著に
変動する。パイロットスケールでの操作について、図２のプロットにグラフとして示され
ている。全体的な温度を７５℃まで下げることによって、また、温度上昇中に８５℃にジ
ャケットを維持することによってジャケット制御による加熱を使用し、次いで、バッチ温
度が目標温度である７５℃に達した後はジャケット温度を７５℃に下げることによって、
一定の温度プロフィールが達成された。
【００７６】
　カスケード制御の代わりにジャケット制御による加熱を使用すると、以下の表２に示さ
れるように、生成する全体的な粗粒子も減少した。表２に示されるように、一連の融着操
作にわたって、ジャケット制御によるバッチは、粗粒子の生成を示さず、一方、カスケー
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の生成によって停止しなければならなかった。
【表２】

【００７７】
　さらに、低い融着温度を、ジャケット制御による加熱と組み合わせると、黒色トナーの
場合に誘電損失特徴が向上した。表３は、７５℃でのカスケード制御と比較して、ジャケ
ット温度を制御すると、過剰に顔料を含むトナー粒子における誘電損失の向上を示す。
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【００７８】
　一般的に、Ｅ”＊１０００値が６５より小さいことが、良好なトナー性能には望ましい
。表３は、ジャケット制御で操作したパイロットスケールのトナーが、この限界を顕著に
下回っており、一方、カスケードによって制御されたバッチは、もっと高い誘電損失を示
したことを示す。
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